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continuousinflow tothe urban unorgamized
seⅣicesectorseⅣedtodepressrealwagesin
modernmanufacturingindustries.














































































































表 1 加重雇用弾性値 (EwJ)および製造業部門就業シュアの GDPシェアに対する比率 (EY)
韓 国 台 湾 フィ リピン タ イ インドネシア
(1963-1980) (1960-1980) (1960-1980) (1960-1980) (197ト1980)
(EwJ)


























期 間平 均 0.7914 0.7152 0.4751 0.3437 0.3329
注)1) 加重雇用弾性値 (EuJ)-(GLJ/GYJ)･(LJ/L)｡
ここで,GLJならびに GYJ は第 j産巣の雇用ならびに実質GDPの成長率杏,また (LJ/L)
は第 j産業の就業比率をそれぞれ表わす｡いずれも期間平均値｡



































である｡ ここで,ASEAN 3カ国 の製造 業
金 :工業部門の雇用吸収力と労働移動
部門における雇用弾性値が低 い とい うこと
は,結局のところ,この部門の労働生産性の
増加率が韓国や台湾のそれ に比べてかな り


















































均衡賃金率以上に高める要因 と して作用 し















































































































































































































韓 国 台 湾 フ ィ リピン タ イ インドネシア
(1963-1980) (1960-1980) (1960-1980) (1960-1980) (1971-1980)
〔流入労働者数 :人〕
鉱 工 業(〟;)









































商 業(M,1/M.) 52.80 78.41
運 ･通･倉 ･金(M.2/M.) 26.21 19.61










注) 推計方法は,本文参府｡鉱工業部門 (〟;)には鉱業,製造業,建設業ならびに公共部門 (電
気,ガス,水道)を含む｡合計 (M,)は鉱工業部門 (M.･)とサービス業 (M.)の合計値で




仮定すると, この部門 の t期 にお ける労働
力の期待値 (E,･(,) は,
E,I(.,-(L(,/L(,_1,)･L,.くト1,
として表わされる｡ しか し,現実的には何 ら






業部門 (a)は労働力の純 流 出部 門 〔Md(∫)<
























性がある｡ それはともか くとして も表 3の推
計結果に注目してみると,農林漁業部門から




























































































































行す るパ ター ンで あ
り,第 2は,工業部門
の雇用吸収力が弱 い
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